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厚生労働科学研究費補助金 労働安全衛生総合研究事業 

平成 28-30 年度 総合研究報告 
 

         振動工具作業者における労働災害防止対策等に関わる研究 
 

研究代表者 大神 明 

産業医科大学 産業生態科学研究所 作業関連疾患予防学 教授 
 

研究要旨： 

振動工具取扱い者における振動障害の早期スクリーニングに対する NCV 検査の有用
性、非侵襲的かつ客観的な測定が簡便といった特徴をもつレーザー血流画像化装置
(LSFG)による血流検査の有効性について、主に北九州市内の事業場数社の協力を基に、
業務で振動工具を使用したことのある 42 名の男性（振動工具取扱い群）および業務にお
いてこれまで一度も振動工具を取り扱ったことのない 29 名の男性（振動工具非取扱い

群）、合計 72 名の男性を対象とした調査を３年間に渡って継続し、振動ばく露量と振動障
害の病態の相関を解明し、特殊健康診断での早期発見・早期治療に活用することについて
検討を行った。 

振動工具の使用実態調査では，振動工具取扱い者のほとんどは複数の振動工具を使用
し，多種多様な作業への従事経験があることがわかった。また、使用している工具はグラ
インダーやインパクトレンチといった片手で保持する小型振動工具が 8 割以上を占めてい
た。 自覚症状に関する質問項目について，手指の自覚症状，頸肩腕の自覚症状，精神面
の自覚症状および不眠のカテゴリーで、振動工具使用者は自覚症状保有割合が高い傾向が
認められた。振動障害に関連する症状の有無に関しては、積極的に自覚症状を訴える参加
者はいなかったものの、詳細な問診では疼痛やしびれ感を自覚している被験者が髙暴露群
で認められた。 

振動工具ごとに算出される周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値と使用時間の 2 つ
の要因を用いて、過去の累積ばく露量を推算することを試みた。LSFG で得られた血流値
は，Mean Blur Rate (MBR)という相対値で示されるが、過去の振動曝露量と MBR 相対値
との間に有意差は認められず、その関係性は LSFG 検査では明らかではなかった。一方
で、非曝露群と日振動ばく露量の対策値を上回った高濃度取扱い群の間には冷水浸漬中
MBR 相対値に有意差を認め、高濃度取扱い群において末梢血流の低下を認めた。このこ
とは指動脈血圧(FSBP%)を用いた過去の研究結果と同様の傾向となる可能性が示唆され
た。 

神経伝導検査は、正中、尺骨神経の運動神経・感覚神経で施行し、両側正中感覚神経で
は、振幅・伝導速度ともに高濃度取扱い群において非取扱い群と比べて研究開始当初より
有意に低下していた。さらに、利き手に対象群を絞ると低濃度被曝群においても非取扱い
群に比べて、正中感覚神経の振幅が有意に低下していた。尺骨感覚神経においては右で振
幅にのみ高濃度取扱い群で有意な低下がみられた。これらの障害は、3 年間の経時的な解
析でも障害の進行が明らかになった。正中・尺骨神経の両者で運動神経よりも感覚神経の
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異常が目立った。 

LSFG を用いた末梢血流の定量的評価は、振動工具取扱い作業者の日振動ばく露による
循環障害の検出に有用であると考えられた。また、神経伝導検査は、振動工具取扱者の神
経学的障害を早期からスクリーニングに有用と思われ、なかでも、正中感覚神経の神経伝
導速度の変化は、振動工具を取り扱う労働者の特殊健診において早期障害の最も重要なマ
ーカーになると考えられた。 

主任研究者・分担研究者 

大神 明 (主任研究者) 産業医科大学・
産業生態科学研究所・作業関連疾患予防学 
教授 

池上和範 (分担研究者) 産業医科大学・
産業生態科学研究所・作業関連疾患予防学 
講師 

安藤 肇 (分担研究者) 産業医科大学・
産業生態科学研究所・作業関連疾患予防学 

助教 

足立弘明 (分担研究者) 産業医科大学・
神経内科学 教授 

大成圭子 (分担研究者) 産業医科大学・
神経内科学 講師 
 
 
 
研究協力者 

野澤弘樹 産業医科大学・産業生態科学研
究所・作業関連疾患予防学 

道井聡史  産業医科大学・産業生態科学
研究所・作業関連疾患予防学 

菅野良介  産業医科大学・産業生態科学
研究所・作業関連疾患予防学 

白坂泰樹 産業医科大学・産業生態科学研
究所・作業関連疾患予防学 
 
 
A.研究の目的 

振動障害とは，振動工具を使用すること
で生じる健康障害であり，末梢循環障害や
末梢神経障害，筋骨格系障害の３系統への
影響が良く知られている。振動障害の歴史
としては，Loriga が 1911 年に，振動ばく

露に伴う主たる症状としてのレイノー現
象、しびれ，感覚の鈍麻を報告した。我が
国ではチェーンソーが普及しはじめた
1950 年頃より林業従事者の間で確認さ
れ，1960 年代には手指が蒼白した特徴的
な所見から「白ろう病」として社会的な問
題となった。1975 年に，労働省（現厚生
労働省）から振動工具の連続作業時間規制
の通達が出されたことや，チェーンソーの
改良がなされたことなどもあり，林業での
新規発症は減少傾向にある。一方、グライ
ンダーなどの振動工具が現在でも多くの産
業現場で使用されており，近年でも年間
300 件近くの労災認定新規発生が認めら
れ、そのおよそ 6 割は建設業における発生
となっている。 

 振動障害の発生予防のために、我が国で
は振動工具の取扱い業務に係る特殊健康診
断（以下，振動業務健康診断）が実施され
ているが，いくつかの課題がある。第一
に，本邦で 100 万人を超えると推定される
振動工具取扱い作業者のうち、振動業務健
康診断の受診者数は約 62,000 人（平成 28

年業務上疾病発生状況等調査）と非常に低
い。第二に一次健診として利用されている
爪圧迫検査、指尖振動感覚閾値検査は、検
査者による視診による評価や被験者の検査
協力が必要となる主観的評価によって実施
されており客観性や再現性に乏しいことが
ある。振動業務健康診断の一次健診から二
次健診に至る統一した判定基準は明確では
なく，健診機関や診療施設によって検査項
目や判定基準も異なっている。我々は，振
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動障害の程度を簡便かつ客観的に定量評価
できる新たな検査手法が必要であると考え
た。 

我が国では厚生労働省により 2009 年 7

月 10 日に「チェーンソー以外の振動工具
の取扱い業務に係る振動障害予防対策指針
について」が示された。本指針により，振
動ばく露の管理として周波数補正振動加速
度実効値の 3 軸合成値を用いる方法が導入
された。そして，日振動ばく露量の管理基
準として対策値および限界値が示されてい
る。振動障害の発症は，振動工具取扱い期
間，振動の強さおよびばく露時間などが影
響すると考えられるが，明確な用量反応関
係を示した疫学研究は少ない。この点も含
めた振動工具のばく露量と振動障害の発症
リスクを明らかにする必要がある。 

我々は，振動工具取扱いによる健康影響
を多面的に評価するため，複数の調査を実
施した。具体的には， 

① 振動工具取扱い者を取り巻く労働衛
生管理に関する調査， 

② 累積の振動ばく露量の評価， 

③ 振動工具取扱い者の自覚症状， 

④ 神経学的診察所見， 

⑤ 手指末梢循環， 

⑥ 神経伝導速度 

を実施した。 

本研究の目的は，累積の振動ばく露量によ
る末梢循環や神経伝導速度の他覚的指標を
分析することで，振動工具取扱いの程度と
振動障害の発症リスクを明らかにすること
である。さらに振動障害の早期発見のため
の評価方法を考案し，効果的な振動障害予
防策検討するための一助になる事を目的と
した。 
 

B 研究の方法・内容 

＜対象となる被験者の募集＞ 

 福岡県内の振動工具取り扱い業務がある

複数の製造事業所で本研究被験者の募集を

行い，業務で振動工具を使用したことのあ

る 42 名の男性（振動工具取扱い群）およ

び業務においてこれまで一度も振動工具を

取り扱ったことのない 29 名の男性（振動

工具非取扱い群）、合計 72 名の男性から参

加の申し込みが得られた。糖尿病・高血圧

や外傷・整形外科疾患等の末梢神経障害・

末梢循環障害を生じさせる基礎疾患がない

成人を募り参加者を選定した。募集方法と

しては、(Ⅰ)「産業医科大学病院を受診

し、振動工具の取扱いが一定以上ある患

者」、(Ⅰ)「健康診断を実施する労働衛生機

関、或いは製造業など振動工具を取り扱っ

ている事業所の協力のもと特殊健康診断の

対象者となりうる労働者」を対象とした。

被験者には事前に本研究の目的や意義につ

いて実施者より十分に説明を行い、本研究

への参加同意書が得られた者のみをエント

リーとした。 本研究は前向きコホート研

究で、調査期間は 2016 年 6 月から 2019 年

2 月に実施された。各年夏期(7–9 月)と冬

期(12–2 月)の年 2 回の調査を実施した。最

終的には，2 年 6 カ月間で全 6 回の調査を

実施した。 

＜問診票による調査＞ 

本研究においては，振動障害の既往歴がな

い者と設定した。研究開始前に質問紙によ

る手指の自覚症状の調査、医師によるイン

タビュー調査を実施し、振動障害の国際的

な振動障害症度分類であるストックホルム

スケールにおいて循環障害の stage0（レイ

ノー現象が存在しない）に該当する 71 名
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の参加者をコホートに登録した。 

 

手順 

 我々は，各調査の前に参加者に生活歴や

現病歴，職業歴，自覚症状に関する質問紙

と振動工具の取り扱い状況に関する質問紙

を送付し，回答を収集した。調査日には，

各参加者の質問紙の回答について，医師に

よるインタビュー調査を実施した。 

 

生活歴および職業歴に関する質問紙 

 本研究では質問紙を被験者の自宅に郵送

し，調査前に記入の上、調査当日に持参す

るように指示した。持参した質問紙の全設

問について，産業医資格を有する医師が確

認し，内容の不備や不明点があれば本人に

聴取し，記載内容について最終的な確認を

実施した。 

 用いた質問紙は振動障害の診断ガイドラ

イン 2013 の参考資料として用いられてい

る二次健診用の自覚症状・業務問診票を用

い、問診項目は、年齢，現病歴，既往歴，

現在の喫煙状況などの生活習慣，職業歴、

飲酒量、趣味(日曜大工での工具取り扱いや

オートバイなどの乗用車による振動ばく露

の有無)、家族歴とした。 

 

振動工具取り扱いに関する質問紙(資料 8) 

日振動ばく露量の定義を用い、被験者の

累積振動ばく露量を算出するための質問紙

を作成した。質問紙調査開始前に，振動工

具の過去および現在の取扱いの有無を全参

加者に確認した。初回の質問紙調査では，

振動工具取扱いがある参加者の調査開始前

までの振動工具の取扱い歴を把握した。初

めて振動工具を使用した年から初回調査ま

での，1 年毎の振動工具の取扱い状況，具

体的には,振動工具取扱い作業の内容，使

用した振動工具の種類，振動工具の種類別

の 1 日当たりの合計作業時間，使用頻度

（ほぼ毎日，週に 3～4 回，週に 1～2 回，

月に 1～2 回，数か月に 1 回，全くなしの

六件法）を確認した。2 回目以降の質問紙

調査では, 現状の振動工具の取扱い歴を把

握した。前回の調査から今回の調査期間の

振動工具取扱い状況，具体的には，振動工

具の種類とモデル，使用する日の平均作業

時間，月平均使用日数，最近半年で使用し

た月数について確認した。その他，振動工

具取扱い作業の内容，作業・休憩時間、保

護具の使用状況、振動工具作業の記録、振

動業務健康診断の受診の有無、振動工具に

係る教育受講の有無を確認した。 

 

累 積 振 動 ば く 露 量 の 定 義 （ Cumulative 

exposure level of vibration） 

「チェーンソー以外の振動工具の取扱い

業務に係る振動障害予防対策指針につい

て」では，１日当たりの振動ばく露を制限

する考えにより日振動ばく露量 

A(8)[unit: m/s ] = a × √(T/8)が定義されて

いる。 

振動工具の周波数補正振動加速度実効値

の 3 軸合成値は，2009 年の厚生労働省指

針に準拠した値を各工具メーカーがホーム

ページ上で公開している。本研究では，質

問紙調査により各振動工具のモデルを確認

し，周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合
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成値を取得することを試みた。しかし，質

問紙調査で型番に関する情報はほとんど得

られなかった。そこで，各工具メーカーが

ホームページ上で公開している振動工具の

周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値

から振動工具の種類別に中央値を求め，換

算表を作成した。 

使用頻度は，週あたりの労働日を 5 日と

して，振動工具を「ほぼ毎日」使用した場

合の使用頻度係数を 1.00 とした。更に，

週に 3～4 回使用した場合の使用頻度係数

は 0.60，週に 1～2 回は 0.20，月に 1～2 回

は 0.04，数か月に 1 回は 0.01，全くなしは

0 とした。作業者が使用した全ての工具類

に対して日振動ばく露量と使用頻度による

相対値を用いた振動ばく露量を年ごとに積

算し、その総和を累積振動ばく露量と定義

し解析に使用した（資料 2 式 1）。 

 

＜理学的所見及び神経学的所見＞ 

 被験者に対し、神経内科医による診察を

行い振動障害に関する所見を取り記録した。

神経学的な所見としては、具体的に筋力、

筋萎縮、深部腱反射、感覚障害、運動失調

症状等に関し所見を得た。筋力に関しては

徒手筋力テスト 0～5 段階で評価し、握力

も測定した。筋萎縮に関しても部位と程度

を記載した。感覚に関しては、異常感覚や

冷感の部位、表在感覚（触覚・痛覚）、深部

感覚（振動覚・位置覚） を調べた。神経伝

導検査は産業医科大学病院内で日本光電社

のニューロパック  X1 を用いて実施した。 

 検査方法は通常の神経伝導検査に準じ、

両側の正中神経及び尺骨神経をそれぞれ運

動神経伝導速度と感覚神経伝導速度につい

て神経線維に沿って２箇所以上で皮膚上に

電極を設置し電気的刺激を行い、画面上で

活動電位を確認し活動電位の波形の潜時か

ら、それぞれの神経伝導速度を計算した。

また、運動神経と感覚神経の活動電位の振

幅も測定した。なお、検査時の室温・皮膚

温・測定部位については一定の基準を設け、

測定誤差を少なくするよう努めた。 (資料

10) 

＜レーザー血流画像化装置（LSFG）に

よる皮膚血流検査（冷水浸漬負荷試験）＞ 

 末梢循環障害の病態を把握するためにレ

ーザー血流画像化装置（LSFG）による皮膚

血流検査を実施した。末梢血流測定検査へ

の影響を可能な限り避けるため，被験者に

は検査前 12 時間以降は禁酒，検査前 3 時

間以降は禁煙，カフェインなどの刺激物の

摂取も避けるよう調査開始前に指示した。 

 測定回数は季節による変動を考慮して一

年間に２回（夏期、冬期）測定することと

した。検査用機材の購入および製作が遅れ

たため，本検査は 2016 年 12 月から，全 5

回の調査を実施した。 

産業医科大学人工気候室において室温を

22±1Ⅰに設定し，部屋で 10 分以上安静に

させた後，15±0.5Ⅰに調整した水の中に手

指から手関節まで浸し 5 分間の冷水負荷を

行った。測定する手は，「振動障害の検査

指針検討会報告書（平成 18 年 3 月 厚生

労働省）」において「原則として利き手

側」を用いており，本研究でも利き手側を

測定とした。 

我が国では冷水浸漬検査は 10Ⅰ10 分法
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が使用されているが ISO 14835-1:2016 にお

いて冷水浸漬検査（水温・時間）は，

12±0.5Ⅰ・5 分，12±0.5Ⅰ・2 分，

15±0.5Ⅰ・5 分，10±0.5Ⅰ・10 分,の 4 種類

の条件から選択することが推奨されてい

る。水温が低下するほど被験者の苦痛が大

きく，検査への忍容性が低くなるため本研

究では水温が最も高い条件にて実施した。 

水温維持のため、本調査では内寸

600mm×300mm×190mm の発泡スチロール

の水槽を用意し、冷却器にはチラー式の

ZC–α200（Zensui co. ltd，日本）、循環ポ

ンプには、エーハイム水陸両用ポンプ

1250(EHEIM GmbH & Co. KG，ドイツ)を

使用した。なお、予備実験にて冷却装置の

稼働性能を評価し、本試験中に水温は設定

温度を上回らないことを確認している。 

LSFG を用いて，示指，中指，環指全体

を含む手掌全体を撮像した。血流測定後は

LSFG Analyzer ver.3（ソフトケア社製, 日

本）を用いて，各指の MP 関節から手指先

端の各指全体の皮膚面を選択し，選択範囲

内の各測定点の値を平均した血流パラメー

タを算出した。 

LSFG で得られた血流値は，Mean Blur 

Rate (MBR)という相対値で示される。

MBR は，平均ブレ率を数値化したもの

で、血球の移動速度に比例する。各参加者

の基準値を算出するために、人工気候室内

で安静後に 3 回の連続測定を行った。その

後は冷水浸漬検査開始のタイミングを 0 分

とし，冷水浸漬中の 5 分間と冷水から室

温に戻した 10 分間の計 15 分間に亘り，1 

分ごとに 4 秒間の撮像時間で計 15 回測定

した（資料 5 図 5a）。 

安静時に 3 回測定した値の平均 MBR 値

を基準値（100）とし，各測定点の実測

MBR 値を MBR 相対値に変換した（資料 5 

式２）。 

グループ化 

過去累積振動ばく露量によるグループ化 

 振動工具取扱い群の振動ばく露による

末梢血流障害の長期的影響を評価するた

め，初回調査で得られた過去の振動工具取

扱いによる累積振動ばく露量（過去累積振

動ばく露量）を用いて，グループ化を行っ

た。過去累積振動ばく露量の中央値で振動

工具取扱い群を 2 群に分け、Past high 

exposure group と Past low exposure group 

に分類した。振動工具取扱い歴がないもの

を Non–exposure group_1 とした。 

 

現累積振動ばく露量によるグループ化 

 振動工具取扱い群の振動ばく露による

末梢血流障害の短期的影響を評価するた

め，研究期間（2.5 年間）中の振動工具取

扱いによる累積振動ばく露量（現累積振動

ばく露量）を用いて，グループ化を行っ

た。振動工具取扱い群において 3 回以上調

査に参加したもののうち、調査期間内で累

積振動ばく露量が 6.25 以上増加したもの

を Current high–exposure group とした。な

お、6.25 は、日振動ばく露量の対策値であ

る 2.5m/s2 に相当する振動工具を調査期間

の 2.5 年間にわたり毎日使用した場合に得

られる累積振動ばく露量である。振動工具

取扱い歴がなく，本調査に 3 回以上参加し

たものを Non–exposure group_2 とした。 
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倫理的配慮 

本調査は，産業医科大学倫理委員会での

承認を得て実施した。調査参加者には本調

査の概要を説明し調査協力への承諾ならび

に同意書を取得した上で実施した。本調査

へ不参加を希望する場合には自由意志に基

づき中止可能であることや、被験者自身が

検査中に体調不良を認めた時は，即時検査

を中止することを説明した。 

 

C 研究結果 

１）取扱い群の振動工具取扱い作業歴およ

び生涯振動ばく露量 

振動工具の使用実態調査では，振動工具取

扱い者のほとんどは複数の振動工具を使用

し，多種多様な作業への従事経験があるこ

とがわかった。また、使用している工具は

グラインダーやインパクトレンチといった

片手で保持する小型振動工具が 8 割以上を

占めていた。   

過去累積振動ばく露量の中央値は 27.2，最

小値は 0.01，最大値は 605.9 であった。 

３）神経学的診察所見 

自覚症状に関する質問項目について，手指

の自覚症状，頸肩腕の自覚症状，精神面の

自覚症状および不眠のカテゴリーで自覚症

状保有割合が高い傾向が認められた。 

振動障害に関連する症状の有無に関して

は、積極的に自覚症状を訴える参加者はい

なかったものの、詳細な問診では疼痛やし

びれ感を自覚している被験者が髙暴露群で

認められた。 

 

４）レーザー血流画像化装置（LSFG）によ

る皮膚血流検査による血流変化 

 平成 28 年度の LSFG による皮膚血流検

査における結果では、浸水後の最低血流値，

5 分回復率，10 分回復率，10 分値の各々に

対して Student's t–test による比較したとこ

ろ、最低血流値及び 5 分回復率，10 分回復

率は全ての測定領域で取扱い群と対照群の

間で有意差を認め，対照群の方が高値を示

した。平成 29 年度の 2 回の測定結果では、

LSFG 単独の結果からは、取扱い群に有意

な所見は認められなかった。 

平成 30 年度の 2 回の測定結果からも、曝露

群と非曝露群との単純比較では有意な所見

が認められなかった。振動工具ごとに算出

される周波数補正振動加速度実効値の 3 軸

合成値と使用時間の 2 つの要因を用いて、

過去の累積ばく露量を推算することを試み

た。LSFG で得られた血流値は，Mean Blur 

Rate (MBR)という相対値で示されるが、過

去の振動曝露量と MBR 相対値との間に有

意差は認められず、その関係性は LSFG 検

査では明らかではなかった。一方で、非曝

露群と日振動ばく露量の対策値を上回った

高濃度取扱い群の間には冷水浸漬中 MBR

相対値に有意差を認め、高濃度取扱い群に

おいて末梢血流の低下を認めた。 

５）神経伝導検査 

 2016 年夏、2016 年冬、2017 年夏、2017

年冬、2018 年夏、2018 年冬と半年間のイン

ターバルで神経伝導検査（Nerve Conduction 

Study)を行った結果では、左右正中神経の

感覚神経振幅は曝露群で有意に低下し、ま

た右手の正中神経の感覚神経 NCV は曝露
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群で有意に低下し、遠位潜時は遅延する傾

向が見られた。 

 

D 考察 

 LSFG による血流測定による単純比較で

は、取扱い群と対照群との有意差を認めら

れなかった。しかしながら曝露群を現在取

扱いと過去取扱いとを鑑みて、高濃度曝露

群と低濃度曝露群とに際グループ分けした

ところ、非曝露群と日振動ばく露量の対策

値を上回った高濃度取扱い群の間には冷水

浸漬中 MBR 相対値に有意差を認め、高濃

度取扱い群において末梢血流の低下を認め

た。このことは指動脈血圧(FSBP%)を用い

た過去の研究結果と同様の傾向となる可能

性が示唆され、LSFG を用いた末梢血流の

定量的評価は、振動工具取扱い作業者の日

振動ばく露による循環障害の検出に有用で

あると考えられた。 

 神経伝導検査結果では、振動工具曝露群

について、生涯振動暴露量と相関がみられ

た右正中神経 MCV および左正中神経 SCV

と、生涯振動曝露量、年齢、喫煙の有無、

自覚症状の有無等の項目とで重回帰分析を

行ったところ、どちらも年齢の項目で負相

関がみられた。3 年間の通年で見ても、正

中神経の感覚神経ではいずれの期間でも 2

群間に有意差がみられた。神経伝導検査に

よる振動障害の評価は早期スクリーニング

検査として有用である可能性が示され、特

に正中神経の感覚神経をスクリーニングす

ることにより、神経学的な早期変化を評価

できる可能性が高いことが示唆された。 

 

E 結論 

  LSFG を用いた検査による早期スクリ

ーニングの有用性は、急性期曝露のスクリ

ーニングに有用であることが示唆された。

また、神経伝導検査は、振動曝露量による

神経伝導速度への影響について有用性が高

いことが示され、特に正中神経の伝導速度

検査が新たな早期神経障害スクリーニング

に活用できる可能性が示唆された。 

 

F 健康危険情報  

 特記事項無し。 
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厚生労働科学研究費補助金 労働安全衛生総合研究事業 

平成 28-30 年度 総合研究報告 
 

資料 1 

振動工具取扱い者の作業管理，健康管理および衛生教育に関する調査 
 

 
研究デザインとセッティング 

日本国内の振動工具取扱い作業場を有す
る 6 カ所の事業場に勤務する労働者を対象
に調査した。産業医科大学病院の会議室で，
半年毎に 1 回面接および質問紙調査を実施
した。調査期間は，2016 年 7 月から 2018

年 2 月までであった。 
 
参加者 

振動工具取扱う作業者 42 名から本研究
への参加への同意が得られた。  
 
振動工具の種類および振動工具取り扱い時
の労働衛生管理に関する質問紙 

振動工具の過去および現在の取扱いを全
参加者に確認した。振動工具取扱いが有る
参加者に対しては，今までに取り扱ってき
た振動工具の種類、作業・休憩時間、保護
手袋の使用の有無と保護手袋の種類、振動
工具取扱いの記録の有無、振動障害に係る
健康診断の受診の有無、振動工具に係る教
育受講の有無を確認した。 
 
分析方法 

 各質問項目について単純集計した。使用
した振動工具については，参加者の過去お
よび調査期間中に取り扱った振動工具を全
てリストアップし，集計した。振動工具取
扱い者の作業管理，健康管理および衛生教

育の実施状況については，調査期間中の振
動工具取扱い者の作業管理，健康管理およ
び衛生教育の実施状況を集計した。 
 
結果 

振動工具取扱い状況 

振動工具取扱い群の振動工具作業歴につ
いて，被験者 42 名中，1 種類のみの振動工
具を取り扱った者は 42 名中 6 名（14.3％），
それ以外の振動工具取扱い者は 2 種類以上
の振動工具を使用していた。振動工具取扱
い者が最も使用した振動工具は，グライン
ダーの 42 名中 37 名(88.1%)で，次いでイ
ンパクトレンチの 35 名(83.3%)，ピックハ
ンマーの 21 名（50%）であった（表 1-a）。 
 
振動工具取扱い者の作業管理，健康管理お
よび衛生教育の実施状況 

振動工具使用時の手袋の使用にについて，
参加者中 41 名（97.6%）の作業者が手袋を
着用していた。しかし，ほとんどの作業者
は，軍手を使用しており，防振手袋を使用
している作業者は 8 名（19.1%）であった。
その他，調査期間中に，振動障害に係る健
康診断を一回以上受診したことがある作業
者は 21.4%であり，毎年受診している作業
者は 2.4%であった。調査期間中に，振動障
害に関する教育が実施されたのは 47.6%で
あった（表 1-b）。 

 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
表 1a. 使用した振動工具の種類 
 N=42 
削岩機 5 
コンクリートブレーカー 13 
ピックハンマー 21 
チェーンソー  7 
エンジンカッター  7 
刈払機 8 
コンクリートバイブレータ 11 
インパクトレンチ  35 
エアドライバー 6 
グラインダー  37 
ディスクサンダー 13 
バイブレーションシャー  1 
ジグソー 6 
スーパーケレン 11 
その他 6 
 
 



  

 表 1b. 振動工具取扱い者の作業管理，健康管理および衛生教育の実施状況 
 N=42 
振動工具取扱い時に，手袋は着用していたか？  

常に装着していなかった 2.4% 
装着していない時期があった 7.1% 
常に装着していた 90.5% 

振動工具取扱い時に，主に装着していた保護具の種類は？  
装着なし 2.4% 
軍手 69.0% 
防振手袋 16.7% 
皮手袋 4.8% 
軍手または皮手袋 4.8% 
防振手袋または皮手袋 2.4% 

職場で振動工具の定期メンテナンスをしていましたか？  
していなかった 21.4% 
していた時期もあった 45.2% 
常にしていた 33.3% 

振動工具取扱い中に適切に休憩をとっていましたか？  
休憩が取れない時期もあった 23.8% 
常に休憩はとれていた 76.2% 

振動工具取扱いの作業記録はしていたか？  
していなかった 100.0% 

振動障害に係る健康診断は受診していたか？  
一度も受診しなかった 78.6% 
受診した年もあった 19.0% 
毎年受診していた 2.4% 

振動障害に関する教育は実施されたか？  
一度も実施されなかった 52.4% 
実施された年もあった 42.9% 
毎年実施された 4.8% 
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D.考察 

本研究では使用している工具はグライン
ダーやインパクトレンチといった片手で保
持する小型振動工具が 8 割以上を占めてい
た。また，これらの工具は，振動工具のモ
デルも非常に多く存在する。先行研究では
チェーンソーなどの単一の大型工具使用者
を対象としている研究が多い。本研究のよ
うな製造事業場の作業者の振動障害防止の
ためには，使用する振動工具の種類やその
使用頻度を定期的に調査し，振動ばく露の
程度を把握する必要があると考えられる。 

本研究においては，振動工具取扱いに関
する作業管理について，課題が多く認めら
れた。防振手袋を使用する作業者はほぼ 2

割程度であった。この点については，防振
手袋は小型手持ち振動工具の取扱いに不向
きである可能性が考えられる。1 回当たり

の使用時間の取り決めや定期メンテナンス
を徹底することが，振動ばく露の軽減に繋
がると考えられるが，十分な対策が行われ
ているとは言い難い状況である。また，健
康管理や衛生教育については，不十分であ
る状況が明らかになった。職場の責任者や
衛生管理者などを通じて，振動工具の作業
管理に関する教育を行い，作業者の意識向
上を図る必要があると考えられる。また，
健康管理面では，産業医が中心となって，
振動工具取扱い状況を確認し，振動ばく露
が大きい作業者に健康診断の受検を促すな
どの対応が必要であると考える。 
 
E.結論 

振動工具取扱い者のほとんどは複数の振動
工具を使用しており，作業者は多種多様な
作業への従事経験があると考えられた。
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資料２：振動工具取扱い者の累積振動ばく露量の評価 
 

 

要旨：長期間の振動工具取扱いによる影響の評価のために，振動工具取扱い者のこれまで
の累積の振動ばく露量を算出することを試みた。質問紙調査により各振動工具の型番を確
認し，周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値を取得することを試みた。各工具メー
カーがホームページ上で公開している振動工具の周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合
成値から中央値を求め，振動工具の種類別の周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値
換算表を作成した。 

 
 
A. 研究目的 

 長期間の振動工具取扱いによる影響の評
価のために，振動工具取扱い者のこれまで
の累積の振動ばく露量を算出することを試
みた。 
 
B. 研究方法 

研究デザインとセッティング 
本研究は，3 年間にわたる縦断研究で，

日本国内の振動工具取扱い作業場を有する
6 カ所の事業場に勤務する労働者を対象に
調査した。産業医科大学病院の会議室にお
いて，半年毎に 1 回面接および質問紙調査
を実施した。調査期間は，2016 年 7 月から
2018 年 2 月までであった。 
 
参加者 

振動工具取扱う作業者 42 名から本研究
への参加への同意が得られた。  
 
振動工具取り扱い状況に関する質問紙 

 
振動工具取扱い状況について，振動工具

の種類とモデルについて尋ねた。そして，
振動工具の種類別に 1 日当たりの合計作業
時間，使用頻度（ほぼ毎日，週に 3～4 回，
週に 1～2 回，月に 1～2 回，数か月に 1 回，

全くなしの六件法）を尋ねた。初回の質問
紙調査では，初めて振動工具を使用した年
から初回調査までの，1 年毎の振動工具の
取扱い状況（振動工具の種類，1 日当たり
の合計作業時間，使用頻度）尋ねた。 
 
分析方法 

 各質問項目について単純集計した。使用
した振動工具については，参加者の過去お
よび調査期間中に取り扱った振動工具を全
てリストアップし，集計した。振動工具取
扱い者の作業管理，健康管理および衛生教
育の実施状況については，調査期間中の振
動工具取扱い者の作業管理，健康管理およ
び衛生教育の実施状況を集計した。 

 
累 積 振 動 ば く 露 量 の 定 義 （ Cumulative 

exposure level of vibration） 

「チェーンソー以外の振動工具の取扱い

業務に係る振動障害予防対策指針について

（基発 0710 第 2 号）」では，１日当たり

の振動ばく露を制限する考えにより日振動

ばく露量 A(8)[unit: m/s ] = a × √(T/8)が定

義されている。 

本調査では、日振動ばく露量の定義を用

い、被験者の累積振動ばく露量を算出する



ための質問紙を作成した。振動工具の周波

数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値は，

2009 年に厚生労働省指針（基発 0710 第 2

号）に準拠した値を各工具メーカーがホー

ムページ上で公開している。本研究では，

質問紙調査により各振動工具の型番を確認

し，周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合

成値を取得することを試みた。しかし，質

問紙調査で型番に関する情報はほとんど得

られなかった。そこで，各工具メーカーが

ホームページ上で公開している振動工具の

周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値

から中央値を求め，振動工具の種類別の周

波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値換

算表を作成した。 
使用頻度は，週あたりの労働日を 5 日と

して，振動工具を「ほぼ毎日」使用した場
合の使用頻度係数を 1.00 とした。更に，
週に 3～4 回しようした場合の使用頻度係
数は 0.60，週に 1～2 回は 0.20，月に 1～
2 回は 0.04，数か月に 1 回は 0.01，全く
なし：0 とした(表 2-a)。作業者が使用し
た全ての工具類に対して日振動ばく露量と
使用頻度による相対値を用いた振動ばく露
量を年ごとに積算し、その総和を累積振動
ばく露量と定義し解析に使用した（式
1）。図 2-a に，計算例を示す。

 

 

( (8)[unit: m/s ])× (Coefficient of use frequency) 

n=vibration tool exposure years 

…式 1 

 
表 2a. 使用頻度係数 
Use frequency  Coefficient 
Everyday 1 
3-4 d/w 0.6 
1-2 d/w 0.2 
1-2 d/m 0.04 
1 d/a few months 0.01 
None 0 

 
 

図 2a．計算例 
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C.D.結果・考察 

図 2-b，図 2-c は，全振動工具取扱い者（42

名）の生涯の振動工具取扱い作業期間にわ
たる累積振動ばく露量（過去累積振動ばく
露量）である（図 2-b ID 順，図 2-c 降順）。
過去累積振動ばく露量の中央値は 27.2，最
小値は 0.01，最大値は 605.9 であった。 

図 2-d，図 2-e は，調査期間中（2.5 年間）
の振動工具取扱い作業期間にわたる累積振
動ばく露量（過去累積振動ばく露量）であ
る（図 2-d ID 順，図 2-e 降順）。この計算結
果を用いて、冷水浸漬によるレーザー血流
画像化装置と神経伝導速度検査の結果につ
いて解析を行うこととした。 
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図 2b. 参加者（42 名）の過去累積振動ば く露量（ID 順） 
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図 2c. 参加者（42 名）の過去累積振動ば
く露量（降順並べ替え） 
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図 2d. 参加者（42 名）の調査期間中（2.5 年間）の過去積振動ばく露量（ID 順） 
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図 2e. 参加者（42 名）の調査期間中（2.5 年間）の積振動ばく露量（降順並べ替え） 
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資料３：累積振動ばく露量に基づく振動工具取扱い者の自覚症状の評価 
 

 

要旨： 

累積振動ばく露量に応じた自覚症状の保有割合を明らかにするため、参加者に面
接および質問紙による調査を実施した。非取扱い群と比較して、振動工具取扱い者は，
手指の冷感，手指のしびれ，手指のこわばり，手掌の発汗，手指の震えなど，多くの
項目で自覚症状の保有割合が高かった。高振動ばく露群では，手指の冷感や痛み，こ
わばりなどの自覚症状が多く，低振動ばく露群では，手指のしびれや手掌の発汗など
の自覚症状の保有割合が高かった。振動工具非取扱い群にくらべ，振動工具取扱い者
は，ほとんどの頸肩腕の自覚症状の保有割合が高かった。振動工具取扱い者は，イラ
イラ感，起床時の疲労感，全身のだるさ，不眠など，多くの項目で自覚症状の保有割
合が高かった。一方，振動工具非取扱い群では集中力の低下の自覚症状の保有割合が
高かった。

 

A. 研究目的  

累積振動ばく露量に応じた自覚症状の保
有割合を明らかにするため、参加者に面
接および質問紙による調査を実施した。  

B. 研究方法  

i) 研究デザインとセッティング  

3 年間にわたる縦断研究で，日本国内の
振動工具取扱い作業場を有する 6 カ所の
事業場に勤務する労働者を対象に調査し
た。産業医科大学病院の会議室で，半年
毎に 1 回面接および質問紙調査を実施し
た。調査期間は，2016 年 7 月から 2018

年 2 月までであった。  

ii) 参加者  

振動工具取扱う作業者 42 名および，これ
まで振動工具を取り扱ったことがない労
働者 29 名から本研究への参加への同意
が得られた。 最終的な分析対象は，調査
期間中の 6 回の面接・質問紙調査中 3 回
以上参加した参加者とした。  

iii)過 去 累 積 振 動 ば く 露 量 に よ る グ ル ー
プ化 

 全累積振動ばく露量は，研究開始前の
累積振動ばく露量と調査期間中の累積振
動ばく露量を足した値で，生涯の振動工
具取扱い作業期間にわたる累積振動ばく
露量（過去累積振動ばく露量）である。
振動工具取扱い群の振動ばく露による末



梢血流障害の慢性期の影響を比較するた
め，全累積振動ばく露量の中央値で振動
工具取扱い群を 2 群に分け、High exposure 

group と Low exposure group に分類した。
振 動 工 具 取 扱 い 歴 が な い も の を Non–

exposure group とした。 

iv)自覚症状の分類  

6 回分の自覚症状の有無を参加者毎に集
計し，質問項目ごとに次の３つに分類し
た。無自覚者：調査期間中一度も当該自
覚症状を認めなかった，一過性自覚者：
症状を認めたのが 2 回未満，または 3 回
以上自覚症状を認めたが各参加者が参加
した最後 2 回の調査のいずれも症状を認
めなかった，持続性自覚者，3 回以上異
常症状あり，各参加者が参加した最後 2

回の調査のいずれかで症状を認めた。  

v)分析方法  

本研究においては，質問項目毎に High 

exposure group，Low exposure group，Non–

exposure group の 3 群間の持続性自覚者
の割合を算出した。  

C. 結果 

i)基本属性              
各群の平均年齢（標準偏差）は，Non–

exposure group: 42.1(10.8)歳，Low exposure 

group: 32.7(11.5)歳，High exposure group: 

37.8(7.9)歳であった。振動工具取扱いに
よる群（Non–exposure group: 27 名，Low 

exposure Group: 15 名，High exposure 

Group: 21 名）別の肥満，糖尿病の有無，

喫煙状況および自覚性自覚症状の者の人
数割合（％）を図 3a に示す。  

ii)手指の自覚症状  

非取扱い群と比較して、振動工具取扱い者
は，手指の冷感，手指のしびれ，手指のこ
わばり，手掌の発汗，手指の震えなど，多
くの項目で自覚症状の保有割合が高かった。
高振動ばく露群では，手指の冷感や痛み，
こわばりなどの自覚症状が多く，低振動ば
く露群では，手指のしびれや手掌の発汗な
ど の 自覚 症状 の 保有 割合 が 高か った （ 図
3b）。 

iii)頸肩腕の自覚症状  

振動工具非取扱い群にくらべ，振動工具取
扱い者は，ほとんどの頸肩腕の自覚症状の
保有割合が高かった。とりわけ，高振動ば
く露群で，頸肩腕部の全項目で，自覚症状
の割合が高かった（図 3c.）。 

iv)日常生活動作  

日常生活動作に関する項目ついては，自覚
症状の保有割合が低かった。振動工具非取
扱い群と比較して，振動工具取扱い群では，
買い物袋を長く持てないや箸をうまく使え
な い など の項 目 が高 い傾 向 が認 めら れ た
（図 3d）。 

v)頭部の自覚症状  

頭部の自覚症状においては，非振動ばく露
群と比較して，高振動ばく露群で，難聴や
耳 鳴 りの 自覚 症 状の 保有 割 合が 高か っ た
（図 3e）。 

vi)下半身の自覚症状  

下半身の自覚症状においては，非振動ばく
露群と比較して，高振動ばく露群で，腰痛
や腰のだるさ，膝の痛みの自覚症状の保有
割合が高かった（図 3f）。 

vii)その他の自覚症状  

その他の自覚症状においては，非振動ばく
露群と比較して，高振動ばく露群で，胃の
痛みの自覚症状の保有割合が高かった（図



3g.）。 

viii)精神面の自覚症状および不眠  

振動工具非取扱い群と比較して、振動工具
取扱い者は，イライラ感，起床時の疲労感，
全身のだるさ，不眠など，多くの項目で自
覚症状の保有割合が高かった。一方，振動
工具非取扱い群では集中力の低下の自覚症
状の保有割合が高かった。とりわけ，起床
時の疲労感，全身のだるさの自覚症状が多
く，低振動ばく露群では，イライラ感や抑
う つ 感の 自覚 症 状の 保有 割 合が 高か っ た
（図 3h.）。 
 
D. 考察 

自覚症状に関する質問項目について，全

体的な傾向としては，手指の自覚症状，頸
肩腕の自覚症状，精神面の自覚症状および
不眠のカテゴリーで自覚症状保有割合が高
い傾向が認められた。また，質問項目によ
っては，高振動ばく露群よりも，低い振動
ばく露群で顕著に高い傾向を認めた項目も
複数あり，振動工具取扱いに伴う初期症状
として重要である可能性がある。自覚症状
に関する項目について，サンプルサイズを
拡大し精緻な分析をすれば，主観的指標に
よる健康リスクの評価ができる可能性があ
る。 

 
 

 

 

 
 

 
図 3a. 3 群別の肥満の有無，糖尿病の有無，喫煙状況 
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図 3b. 3 群別の手指の自覚症状 
 
 

 
図 3c. 3 群別の頸肩腕の自覚症状 
 
 
 

3.7

11.1

3.7

0.0

3.7

11.1 11.1

3.7
6.7

20.0

0.0

6.7 6.7

40.0

6.7 6.7
9.5

19.0

14.3

0.0

19.0

38.1

14.3

9.5

0

10

20

30

40

50

Cold finger Finger
numbness

Finger pain Wrist or
elbow pain

Finger
stiffness

Palm sweat Finger
power
decline

Finger
trembling

(%
)

Non-exposure group Low exposure group High exposure group

11.1

3.7

25.9

51.9

14.8
11.1

13.3 13.3

33.3

53.3

20.0

0.0

23.8

33.3

57.1 57.1

47.6

19.0

0

10

20

30

40

50

60

Arm pain Arm dullness Shoulder pain Soulder stifness Neck pain Neck stiffness

(%
)

Non-exposure group Low exposure group High exposure group



 
図 3d. 3 群別の手腕に係る日常生活動作に関する自覚症状 
 
 

 
図 3e. 3 群別の頭部の自覚症状 
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図 3f. 3 群別の腰部・下腿部の自覚症状 
 
 

 
図 3g. 3 群別の胸部・腹部の自覚症状 
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図 3h. 3 群別の精神的自覚症状 
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資料４：累積振動ばく露量に基づく振動工具取扱い者の 

神経学的診察所見の評価 
 

 

要旨：累積振動ばく露量に応じた神経学的他覚所見の保有割合を明らかにするため、
参加者に神経内科専門医による神経学的診察を実施した。振動工具取扱い作業場を有
する 6 カ所の事業場に勤務する労働者を対象に調査した。産業医科大学病院の臨床検
査室で，半年毎に 1 回の神経内科専門医による神経学的診察を年 2 回、計 6 回実施し
た。振動障害に関連する症状の有無に関しては、積極的に訴える参加者はいなかった
ものの、詳細に問診すると疼痛やしびれ感を自覚している被験者が髙暴露群で認めら
れた。

A.研究目的 

累積振動ばく露量に応じた神経学的他覚

所見の保有割合を明らかにするため、参加

者に神経内科専門医による神経学的診察を

実施した。 
 
B.研究方法 

i)研究デザインとセッティング 

本研究は，3 年間にわたる縦断研究で，日

本国内の振動工具取扱い作業場を有する 6

カ所の事業場に勤務する労働者を対象に調

査した。産業医科大学病院の臨床検査室で，

半年毎に 1 回の神経内科専門医による神経

学的診察を年 2 回、計 6 回実施した。平成

30 年度は，2016 年 6 月～7 月と 11 月～12

月に実施した。 
 

ii)参加者 

振動工具取扱う作業者 42 名および，こ

れまで振動工具を取り扱ったことがない労

働者 29 名（比較対象）から本研究への参加

への同意が得られた。 最終的な分析対象は，

調査期間中の 6 回の診察中 3 回以上診察を

受けた参加者とした。 

 

iii)過去累積振動ばく露量によるグループ

化 

 全累積振動ばく露量は，研究開始前の累

積振動ばく露量と調査期間中の累積振動ば

く露量を足した値で，生涯の振動工具取扱

い作業期間にわたる累積振動ばく露量（過

去累積振動ばく露量）である。振動工具取

扱い群の振動ばく露による末梢血流障害の

慢性期の影響を比較するため，全累積振動

ばく露量の中央値で振動工具取扱い群を 2

群 に 分 け 、 High exposure group と Low 

exposure group に分類した。振動工具取扱

い歴がないものを Non–exposure group とし

た。 

 

iv)神経学的診察所見の分類 

 6 回分の神経学的診察の所見の有無を参

加者毎に集計し，診察項目ごとに次の３つ



に分類した。 

無所見者：調査期間中一度も所見を認めな

かった者， 

一過性有所見者：症状を認めたのが 2 回未

満，または 3 回以上自覚症状を認めたが各

参加者が参加した最後 2 回の調査のいずれ

も症状を認めなかった者， 

持続性有所見者：3 回以上異常症状あり，

各参加者が参加した最後 2 回の調査のいず

れかで症状を認めた者。 

 

v)分析方法  

 本研究においては，質問項目毎に High 

exposure group，Low exposure group，Non–

exposure group の 3 群間の持続性有所見者

の割合を算出した。 

 

A. 結果 

 各群の平均年齢（標準偏差）は，Non–

exposure group: 42.1(10.8)歳，Low exposure 

group: 32.7(11.4) 歳 ， High exposure group: 

37.8(8.0)歳であった。振動工具取扱いによ

る 群 （ Non–exposure group: 27 名 ， Low 

exposure Group: 15 名，High exposure Group: 

21 名）の持続性所見者の割合 (ID)を表 4 に

示す。 

 
B. 考察 

 振動障害に関連する症状の有無に関して
は、本研究では自覚症状のない振動工具を
扱う従事者を選定して被験者としているた
め、積極的に訴える参加者はいなかったも
のの、詳細に問診すると疼痛やしびれ感を
自覚している被験者が髙暴露群で認められ
た。一般的に振動工具による障害では、自
覚症状の有無や神経学的異常所見の有無が
重要とされており、問診は詳細に行うこと
が重要と考えられる。神経学的所見では、
両側の Tinel sign が低暴露群でも認められ、

髙暴露群では Phalen 徴候も認められてい
る。これらは、手根管症候群の重要な所見

であり、後で述べる神経伝導検査の結果と
共に考えると、振動工具を扱う従事者の健
診では、この 2 つの所見を取る必要がある
と考えられる。 

 



 

 
表 4. 3 群別の握力と神経学的診察の持続性有所見者の割合  

Non–exposure group 
(n=27) 

Low exposure group 
(n=15) 

High exposure group 
(n=21) 

 Mean (SD)/% Mean (SD)/% Mean (SD)/% 
Rt. grip strength (kg) 42.8(6.0) 47.6(7.1) 48.6(8.8) 
Lt. grip strength (kg) 41.3(6.6) 47.0(7.7) 46.8(9.7) 
Tinel sign (Rt. hand) 14.8% 20.0% 23.8% 
Tinel sign (Lt. hand) 11.1% 20.0% 28.6.3% 
Phalen test (Rt. hand) 0.0% 0.0% 4.8% 
Phalen test (Lt. hand) 0.0% 0.0% 4.8% 
Rt. radial muscle tendon reflex 3.7% 0.0% 0.0% 
Lt. radial muscle tendon reflex 3.7% 0.0% 0.0% 
Finger algesia 0.0% 0.0% 14.3% 
Finger thermaesthesia 0.0% 0.0% 14.3% 
Finger thigmesthesia 0.0% 0.0% 14.3% 
Finger pallesthesia 3.7% 0.0% 14.3% 
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資料 5：累積振動ばく露量に基づく振動工具取扱い者の Laser Speckle 

Flowgraphy を用いた手指末梢循環の評価結果 
 
 

参加者 

 福岡県内の振動工具取り扱い業務がある

複数の製造事業所で本研究被験者の募集を

行い，業務で振動工具を使用したことのあ

る 42 名の男性（振動工具取扱い群）およ

び業務においてこれまで一度も振動工具を

取り扱ったことのない 29 名の男性（振動

工具非取扱い群）、合計 72 名の男性から参

加の申し込みが得られた。本研究において

は，振動障害の既往歴がない者と設定し

た。研究開始前に質問紙による手指の自覚

症状の調査、医師によるインタビュー調査

を実施し、振動障害の国際的な振動障害症

度分類であるストックホルムスケールにお

いて循環障害の stage0（レイノー現象が存

在しない）に該当する 71 名の参加者をコ

ホートに登録した。 

 

LSFG を用いた末梢血流評価 

手指皮膚血流の測定には LSFG を用い，

示指，中指，環指全体を含む手掌全体を撮

像した。血流測定後は LSFG Analyzer ver.3

（ソフトケア社製, 日本）を用いて，各指

の MP 関節から手指先端の各指全体の皮膚

面を選択し，選択範囲内の各測定点の値を

平均した血流パラメータを算出した。 

LSFG で得られた血流値は，Mean Blur 

Rate (MBR)という相対値で示される。

MBR は，平均ブレ率を数値化したもの

で、血球の移動速度に比例する。各参加者

の基準値を算出するために、人工気候室内

で安静後に 3 回の連続測定を行った。その

後は冷水浸漬検査開始のタイミングを 0 分

とし，冷水浸漬中の 5 分間と冷水から室

温に戻した 10 分間の計 15 分間に亘り，1 

分ごとに 4 秒間の撮像時間で計 15 回測定

した（図 5a）。 

安静時に 3 回測定した値の平均 MBR 値

を基準値（100）とし，各測定点の実測

MBR 値を MBR 相対値に変換した（式

２）。 

グループ化 

過去累積振動ばく露量によるグループ化 

 振動工具取扱い群の振動ばく露による

末梢血流障害の長期的影響を評価するた

め，初回調査で得られた過去の振動工具取

扱いによる累積振動ばく露量（過去累積振

動ばく露量）を用いて，グループ化を行っ

た。過去累積振動ばく露量の中央値で振動

工具取扱い群を 2 群に分け、Past high 

exposure group と Past low exposure group 

に分類した。振動工具取扱い歴がないもの

を Non–exposure group_1 とした。 

 

現累積振動ばく露量によるグループ化 

 振動工具取扱い群の振動ばく露による



末梢血流障害の短期的影響を評価するた

め，研究期間（2.5 年間）中の振動工具取

扱いによる累積振動ばく露量（現累積振動

ばく露量）を用いて，グループ化を行っ

た。振動工具取扱い群において 3 回以上調

査に参加したもののうち、調査期間内で累

積振動ばく露量が 6.25 以上増加したもの

を Current high–exposure group とした。な

お、6.25 は、日振動ばく露量の対策値であ

る 2.5m/s2 に相当する振動工具を調査期間

の 2.5 年間にわたり毎日使用した場合に得

られる累積振動ばく露量である。振動工具

取扱い歴がなく，本調査に 3 回以上参加し

たものを Non–exposure group_2 とした。 

 

倫理的配慮 

本調査は，産業医科大学倫理委員会での

承認を得て実施した。調査参加者には本調

査の概要を説明し調査協力への承諾ならび

に同意書を取得した上で実施した。本調査

へ不参加を希望する場合には自由意志に基

づき中止可能であることや、被験者自身が

検査中に体調不良を認めた時は，即時検査

を中止することを説明した。 

 

統計学的分析 

はじめに，カイ二乗検定または一元配置

分散分析を用い，振動工具取扱いによる 3

群あるいは 2 群の分類で個人要因と職業性

要因の比較を行った。続いて，末梢血流に

影響を与える要因を評価するため，Linear 

mixed model (LMM)による分析を行った。

LMM は，目的変数として LSFG の各指標

（冷水浸漬中 MBR 相対値（5 分平均），

回復 5 分 MBR 相対値，回復 10 分 MBR 相

対値）とした。従属変数について，参加者

は random effect として処理し，振動工具

取扱い状況（3 群または 2 群），調査点，

年代(30 歳未満、30 歳代、40 歳代、50 歳

以上)，肥満（Body mass index≥ 25）の有

無，糖尿病の有無，現在の喫煙の有無は

fixed effects として処理した。その後の多

重比較検定は，Bonferroni 法を用いた。 

統計解析には，IBM SPSS 24.0J（IBM 

corp., New York）を使用した。有意水準は

p<0.05 とした。 

 

 

 

( (8)[unit: m/s ])× (Coefficient of use frequency) 

n=vibration tool handling years 

…式 1 

 

MBR 相対値 =  
各測定点における実測 MBR 値

冷水浸漬前 3 回連続測定の平均 MBR 値
× 100 …式 2 

 



 
図 5a. LSFG による冷水浸漬検査の手順 
 

 

 

 

 

A. 結果 

参加者の基本属性 

初回調査の参加者数は，全 71 名であっ

た。Non–exposure group_1 が 29 名、過去

累積振動曝露量の中央値である 27.2 以上

となった Past high exposure group が 21

名、27.2 未満であった Past low exposure 

group が 21 名に分類された。Past low 

exposure group の 3 名が 2 回目以降の調査

に不参加であったため，最終的な参加者

は，Non–exposure group _1 が 29 名、Past 

high exposure group が 21 名、Past low 

exposure group が 18 名となった。現累積

振動ばく露量による分類における各群の参

加者数は，Current high–exposure group が

11 名、Non–exposure group_2 が 27 名であ

った（図 5b）。参加者の基本属性の 3 群間

において，年齢について一元配置分散分析

を用いて比較したところ，有意差を認めた

（p=0.007）。その後の検定で，Past low 

exposure group は，Non–exposure group_1

と比較して，有意に若かった。また，喫煙

者数についてもカイ二乗検定で比較したと

ころ，有意差を認めた（p=0.017）。その後

の検定で Non–exposure group_1 の喫煙者

数が有意に少なかった。参加者の基本属性

の 2 群間において，年齢について一元配置

分散分析を用いて比較したところ有意差を

認めた（p=0.015）（表 5a）。 

振動工具取扱い状況 

 振動工具取扱い群の振動工具作業歴につ

いて，参加者 39 名中，1 種類のみの振動

工具を取り扱った者は 4 名（10.3％），2 種

類の振動工具を使用した者は 8 名

（20.5％）, 3 種類以上の工具を取り扱って

いる者が 27 名（69.2%）であった。また

取り扱った工具の種類の中で頻出のものは

グラインダー34 名(87.2%)とインパクトレ

ンチ 32 名(82.1%)であった（表 5b，5c）。

振動工具使用時の手袋の使用にについて，

参加者 39 名中 38 名（97.6%）が使用して

いた。38 名の主に使用する手袋の種類の

内訳は，軍手 27 名，防振用手袋 7 名，皮

手袋 2 名，ビニール手袋が 2 名であった。

Baseline 
(3min) 

Cold water  
Immersion 

(5min, 15℃) 

Recovery  
(10min, room temperature; 

20℃) 

Acclimation 
(20min, room 

temperature; 20℃) 

LSFG measurement 

Recovery 5min  Recovery 10min1min interval 



振動工具の定期的なメンテナンスの実施に

ついては，26 名（66.7%）が実施してい

た。過去に，振動業務健康診断を 1 回以上

受診したことがある作業者は 9 名

（23.1%）であり，毎年受診している作業

者は 1 名（2.6%）であった。過去に，振

動障害に関する教育を受けたことがある参

加者は 20 名（51.3%）であった。 

過去累積振動ばく露量 

過去累積振動ばく露量分類による分析 

 Past high exposure group , Past low 

exposure group ，Non–exposure group _1 の

3 群間で，各手指の MBR 相対値を比較し

た。全測定手指の冷水浸漬中 MBR 相対

値，回復 5 分 MBR 相対値および回復 10

分 MBR 相対値において，群間の主効果お

よび群間と測定点の交互作用が認められな

かった。図 5c–5j に，各 3 指の 3 群別の

MBR 相対値の調査点毎の推移を示す。 

 

現累積振動ばく露量分類による分析 

 Current high exposure group と Non–

exposure group _2 の 2 群間の各手指の

MBR 相対値を比較した。全ての測定手指

の冷水浸漬中 MBR 相対値において，群間

の主効果を認めた（示指；P=0.015，中

指；P=0.013，環指；P=0.029）。いずれの

手指においても，Current high exposure 

group は Non–exposure group _2 よりも，冷

水浸漬中の MBR 相対値が有意に低かっ

た。冷水浸漬中 MBR 相対値において，群

間と測定点の交互作用は認められなかっ

た。回復 5 分 MBR 相対値および回復 10

分 MBR 相対値において，群間による主効

果は認められなかった。図 5k-5s に，示指

の 2 群別の LSFG の MBR 相対値の調査点

毎の推移を示す。また，示指の 2 群別の

MBR 相対値の全体推移を図 5t-5u に示

す。 

 

 

 



 
図 5b. 研究フローと参加者人数 

 

 

表 5a. Participants characteristics in baseline survey  

 

Vibration tool exposure status 

Non–exposure group _1 
 (n=29) 

Past low exposure 
group  
(n=18) 

Past high exposure 
group (n=21) 

mean (SD) / % mean (SD) / % mean (SD) / %) 
Age 41.9 (11.2) 31.9 (10.7) 37.8 (8.0) 
Obesity (BMI≥ 25) 10 (34.5) 9 (38.1) 9 (42.9) 
Diabetes 2 (6.9) 2 (11.1) 2 (9.5) 
Cigarette Smoking 6 (20.7) 9 (50.0) 12 (57.1) 
Left handler 2 (6.9) 1 (5.6) 1 (4.8) 

 

Vibration tool exposure status  
Non–exposure group _2 

(n=27) 
Current high exposure 

group (n=11)  

mean (SD) / n(%) mean (SD) / n(%)   
Age 42.1 (10.8) 33.1 (6.3)   
Obesity (BMI≥ 25) 9 (33.3) 5 (45.5)   
Diabetes 2 (7.4) 0 (0.0)   
Cigarette Smoking 4 (14.8) 4 (36.3)   
Left handler 2 (7.4) 0 (0.0)   

 

 

 

Non-handling participants 
(n=29) 

Vibration tool handling participants 
(n=42) 

Non-exposure group_1 
(n=29) 

Low exposure group 
 (n=21) 

Current high exposure group 
(n=11) 

Non-exposure group_2 
(n=27) 

High exposure group 
 (n=21) 

Group categorization _1 

Group categorization _2 

Vibration tool handlers who participated in this 
survey more than 4 of 6 times 

& 
More than10 of cumulative exposure level for 

survey periods (2.5 years) 

Non handlers who participated 
in this survey more than 4 of 6 

times 

Dividing vibration handlers to two group using  
median of cumulative exposure level  

Three participants dropped out, 
because we could not measure 
their fingers’ peripheral 
circulations using LSFG at all.  



表 5b．使用した振動工具の種類 

 

周波数補正振動加速度実効値
の 3 軸合成値の換算値 

［m/s2］  

N=39 

削岩機 18.3 5 
コンクリートブレーカー 13.6 13 
ピックハンマー 8.0 21 
チェーンソー  4.7 7 
エンジンカッター  7.9 7 
刈払機 4.4 8 
コンクリートバイブレータ 2.5 11 
インパクトレンチ  6.0 32 
エアドライバー 2.5 5 
グラインダー  4.0 34 
ディスクサンダー 3.0 12 
バイブレーションシャー  10.8 1 
ジグソー 7.0 6 
スーパーケレン 50.0 11 

その他 – 5 

 

表 5c. 参加者が使用し
た工具の種類数  

種類数  N=39 

1 種類 4 

2 種類 8 

3 種類 7 

4 種類 3 

5 種類 1 

6 種類 3 

7 種類 7 

8 種類 1 

9 種類 5 

 

 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5c. 示指の冷水浸漬中MBR相対値の3群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.341  
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5d. 中指の冷水浸漬中MBR相対値の3群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.523  
 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5e. 環指の冷水浸漬中MBR相対値の3群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.968  
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5f. 示指の回復5分MBR相対値の3群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.219 
 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5g. 中指の回復5分MBR相対値の3群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.238  
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5h. 環指の回復5分MBR相対値の3群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.236 
 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5i. 示指の回復10分MBR相対値の3群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.389  
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5j. 中指の回復10分MBR相対値の3群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.621  
 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5j. 環指の回復10分MBR相対値の3群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.839  
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5k. 示指の冷水浸漬中MBR相対値の2群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.039 
 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5l. 中指の冷水浸漬中MBR相対値の2群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.017 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5m. 環指の冷水浸漬中MBR相対値の2群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.075 
 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5n. 示指の回復5分MBR相対値の2群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.534 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5o. 中指の回復5分MBR相対値の2群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.629  
 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5p. 環指の回復5分MBR相対値の2群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.663  
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5q. 示指の回復10分MBR相対値の2群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.172  
 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5r. 中指の回復10分MBR相対値の2群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.171  
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey 

図5s. 環指の回復10分MBR相対値の2群別推移 
Group according to cumulative vibration exposure: P=0.092  
  



 

 
図5t. 示指における冷水浸漬中，回復5分，回復10分の相対MBR値の推移 

 

 
図 5u. 中指における冷水浸漬中，回復 5 分，回復 10 分の相対 MBR 値の推移 
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図5v. 環指における冷水浸漬中，回復5分，回復10分の相対MBR値の推移 
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厚生労働科学研究費補助金 労働安全衛生総合研究事業 

平成 28-30 年度 総合研究報告 
 

資料 6：累積振動ばく露量に基づく振動工具取扱い者の 

神経伝導速度検査による手指末梢神経の評価結果 
 

 
 
 
A. 研究目的 

 本研究の目的は，振動工具取扱い者のこ

れまでの作業歴を詳細に調査することで得

られた振動ばく露の累積値（累積振動ばく

露量）を用いて，手指の神経伝導と累積振

動ばく露量との関連を明らかにすることで

ある。加えて，振動障害のスクリーニング

として，神経伝導速度検査の有用性を明ら

かにすることである。 
 

B. 研究方法 

i) 研究デザインとセッティング 

 前向きコホート研究で、調査期間は

2016 年 6 月から 2019 年 2 月に実施され

た。各年夏期(7–9 月)と冬期(12–2 月)の年

2 回の調査を実施した。最終的には，2 年

6 カ月間で全 6 回の調査を実施した。イン

タビュー調査は産業医科大学で実施され，

神経伝導速度検査は産業医科大学の臨床検

査室で実施した。 

 

ii) 参加者 

 福岡県内の振動工具取り扱い業務がある

複数の製造事業所で本研究被験者の募集を

行い，72 名の男性から参加の申し込みが

得られた。本研究においては，振動障害の

既往歴がない者を被験者に選定した。研究

開始前に質問紙による手指の自覚症状の調

査、医師によるインタビュー調査を実施

し、振動障害の国際的な振動障害症度分類

であるストックホルムスケールにおいて

stage0（レイノー現象が存在しない）に該

当する 71 名の参加者をコホートに登録し

た。 

 

iii)手順 

 我々は，各調査の前に参加者に生活歴や

現病歴，職業歴，自覚症状に関する質問紙

と振動工具の取り扱い状況に関する質問紙

を送付し，回答を収集した。調査日には，

各参加者の質問紙の回答について，医師に

よるインタビュー調査を実施した。続い

て，神経伝導速度検査を実施した。検査へ

の影響を可能な限り避けるため，被験者に

は検査前 12 時間以降は禁酒，検査前 3 

時間以降は禁煙，カフェインなどの刺激物

の摂取も避けるよう調査開始前に指示し

た。 

 

iv)生活歴および職業歴に関する質問紙 

 本研究では質問紙を被験者の自宅に郵送

し，調査前に記入の上、調査当日に持参す

るように指示した。持参した質問紙の全設

問について，産業医資格を有する医師が確



認し，内容の不備や不明点があれば本人に

聴取し，記載内容について最終的な確認を

実施した。 

 用いた質問紙は振動障害の診断ガイドラ

イン 2013 の参考資料として用いられてい

る二次健診用の自覚症状・業務問診票を用

い、年齢，現病歴，既往歴，現在の喫煙状

況などの生活習慣，職業歴について調査し

た。 

 

v)振動工具取り扱いに関する質問紙 

振動工具の過去および現在の取扱いの有

無を全参加者に確認した。振動工具取扱い

が有る参加者に対して，今までに取り扱っ

てきた振動工具の種類と作業内容、作業・

休憩時間、保護具の使用状況、振動工具作

業の記録、振動障害に係る健康診断の受診

の有無、振動工具に係る教育受講の有無を

確認した。振動工具取扱い状況について，

振動工具の種類とモデルについて尋ねた。

過去の振動工具取扱い頻度については，初

めて振動工具を使用した年から初回調査ま

で 1 年毎に，振動工具の種類別に 1 日当

たりの合計作業時間，使用頻度（ほぼ毎

日，週に 3～4 回，週に 1～2 回，月に 1～

2 回，数か月に 1 回，全くなしの六件法）

を尋ねた。現在の振動工具取扱い頻度につ

いては，半年ごとに調査毎振動工具の種類

別に 1 日当たりの合計作業時間，6 カ月間

の月平均使用日数を尋ねた。 

 

vi) 累積振動ばく露量の定義（Cumulative 

exposure level of vibration）「チェーンソー

以外の振動工具の取扱い業務に係る振動障

害予防対策指針について（基発 0710 第 2

号）」では，１日当たりの振動ばく露を制

限する考えにより日振動ばく露量 

A(8)[unit: m/s ] = a × √(T/8)が定義されて

いる。 

本調査では、日振動ばく露量の定義を用

い、被験者の累積振動ばく露量を算出する

ための質問紙を作成した。振動工具の周波

数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値は，

2009 年に厚生労働省指針（基発 0710 第 2

号）に準拠した値を各工具メーカーがホー

ムページ上で公開している。本研究では，

質問紙調査により各振動工具の型番を確認

し，周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合

成値を取得することを試みた。しかし，質

問紙調査で型番に関する情報はほとんど得

られなかった。そこで，各工具メーカーが

ホームページ上で公開している振動工具の

周波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値

から中央値を求め，振動工具の種類別の周

波数補正振動加速度実効値の 3 軸合成値換

算表を作成した。 

使用頻度は，週あたりの労働日を 5 日と

して，振動工具を「ほぼ毎日」使用した場

合の使用頻度係数を 1.00 とした。更に，

週に 3～4 回使用した場合の使用頻度係数

は 0.60，週に 1～2 回は 0.20，月に 1～2

回は 0.04，数か月に 1 回は 0.01，全くな

しは 0 とした。作業者が使用した全ての工

具類に対して日振動ばく露量と使用頻度に

よる相対値を用いた振動ばく露量を年ごと

に積算し、その総和を累積振動ばく露量と

定義し解析に使用した（式 1）。 



( (8)[unit: m/s ])× (Coefficient of use frequency) 

n=vibration tool handling years 

…式 1 

  



vii) Nerve Conduction Study (NCS) 

手指末梢神経を皮膚上で電気刺激し、誘

発された電位を記録し、伝導速度、振幅，

遠位潜時を測定することによって末梢神経

機能を評価する検査である。正中神経およ

び尺骨神経それぞれの運動神経および感覚

神経を測定することにより，末梢神経障害

の有無，障害部位や障害の程度，障害の範

囲を評価する。 

 

viii) グループ化 

viii-a) 過去累積振動ばく露量によるグル

ープ化 

 振動工具取扱い群の振動ばく露による末

梢血流障害の長期的影響を評価するため，

初回調査で得られた過去の振動工具取扱い

による累積振動ばく露量（過去累積振動ば

く露量）を用いて，グループ化を行った。

過去累積振動ばく露量の中央値で振動工具

取扱い群を 2 群に分け、High exposure 

group と Low exposure group に分類し

た。振動工具取扱い歴がないものを Non–

exposure group _1 とした。 

 

viii-b)現累積振動ばく露量によるグループ

化 

 振動工具取扱い群の振動ばく露による末

梢血流障害の短期的影響を評価するため，

研究期間（2.5 年間）中の振動工具取扱い

による累積振動ばく露量（現累積振動ばく

露量）を用いて，グループ化を行った。振

動工具取扱い群において 3 回以上調査に参

加したもののうち、調査期間内で累積振動

ばく露量が 6.25 以上増加したものを

Current high–exposure group とした。な

お、6.25 は、日振動ばく露量の対策値で

ある 2.5m/s2 に相当する振動工具を調査期

間の 2.5 年間にわたり毎日使用した場合に

得られる累積振動ばく露量である。振動工

具取扱い歴がなく，本調査に 3 回以上参加

したものを Non–exposure group_2 とし

た。 

 

ix) 倫理的配慮 

本調査は，産業医科大学倫理委員会での

承認を得て実施した。調査参加者には本調

査の概要を説明し調査協力への承諾ならび

に同意書を取得した上で実施した。本調査

へ不参加を希望する場合には自由意志に基

づき中止可能であることや、被験者自身が

検査中に体調不良を認めた時は，即時検査

を中止することを説明した。 

 

x) 統計学的分析 

はじめに，カイ二乗検定または一元配置

分散分析を用い，振動工具取扱いによる 3

群あるいは 2 群の分類で個人要因と職業性

要因の比較を行った。 

続いて，末梢血流に影響を与える要因を

評価するため，Linear mixed model 

(LMM)による分析を行った。LMM は，

目的変数として NCS の各指標とした。従

属変数について，参加者は random effect

として処理し，振動工具取扱い状況（3 群

または 2 群），調査点，年代(30 歳未満、

30 歳代、40 歳代、50 歳以上)，肥満



（Body mass index≥ 25）の有無，糖尿病

の有無，現在の喫煙の有無は fixed effects

として処理した。その後の多重比較検定

は，Bonferroni 法を用いた。 統計解析に

は，IBM SPSS 24.0J（IBM corp., New 

York）を使用した。有意水準は p<0.05 と

した。 

 
C. 結果 
 
i) 参加者の属性 

全累積振動工具ばく露量による分類による

各群の参加者数は，振動工具非取扱い群  

(Non-exposure group 1 )29 名、振動工具

高取扱い群(High exposure group )21 名、

振動工具低取扱い群(Low exposure group) 

21 名であった（図 6a）。また，現累積振

動ばく露量による分類による分類による各

群の参加者数は，現振動工具高取扱い群 

(Current high exposure group )」11 名、

振動工具非取扱い群(Non-exposure group 

2 )27 名であった（表 6a）。 

 

iii) 神経伝導速度検査 

図 6b-6l に右正中神経および尺骨神経の

3 群間比較の結果，図 6m-6w に左正中神

経および尺骨神経の 3 群比較の結果，図

6x-6ah に利き手の右正中神経および尺骨

神経の 3 群間比較の結果を示す。図 6ai-

6as に右正中神経および尺骨神経の 2 群間

比較の結果，図 6at-6bd に左正中神経およ

び尺骨神経の 2 群比較の結果を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 
図 6a. 研究のフローと参加者の人数 

 
表 6a. 参加者の属性  

 
Vibration tool exposure status 

Non–exposure group 
 (n=29) 

Low exposure group  
(n=21) 

High exposure 
group (n=21) 

n/mean (SD/%) n/mean (SD/%) n/mean (SD/%) 
Age 41.9 (11.0) 30.5 (10.4) 37.8 (7.7) 
Obesity (BMI＞25) 10 (34.5) 9 (42.9) 9 (42.9) 
Diabetes 2 (6.9) 2 (9.5) 2 (9.5) 
Cigarette Smoking 6 (20.7) 11 (52.4) 11 (52.4) 
Left hander 2 (7.0) 1 (4.8) 1 (4.8) 

 

Vibration tool exposure status  

Non–exposure group 
(n=27) 

Current High exposure 
group 
(n=11) 

 

n/mean (SD/%) n/mean (SD/%)   
Age 42.1 (10.8) 33.1 (6.3)   
Obesity (BMI＞25) 9 (33.3) 5 (45.5)   
Diabetes 2 (7.4) 0 (0.0)   
Cigarette Smoking 4 (14.8) 4 (36.3)   
Left hander 2 (7.4) 0 (0.0)   

 

Non-handling participants 

(n=29) 

Vibration tool handling participants 

(n=42) 

Non-exposure group_1 

(n=29) 

Low exposure group 
 (n=21) 

Current high exposure group 

(n=11) 

Non-exposure group_2 

(n=27) 

High exposure group 
 (n=21) 

Group categorization _1 

Group categorization _2 

Vibration tool handlers who participated in this 
survey more than 4 of 6 times 

& 
More than10 of cumulative exposure level for 

survey periods (2.5 years) 

Non handlers who participated 
in this survey more than 4 of 6 

times 

Dividing vibration handlers to two group using  
median of cumulative exposure level  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6b. 右正中神経感覚神経振幅の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.004, Post hoc – test: Non–exposure group–High 
exposure group: P=0.006 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6c.右正中神経感覚神経伝導速度の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.013, Post hoc – test: Non–exposure group–High 
exposure group: P=0.014 
 
 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6d.右尺骨神経感覚神経振幅の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.012, Post hoc – test: Non–exposure group–High 
exposure group: P=0.011 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6e. 右尺骨神経感覚神経伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.069 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6f. 右正中神経運動神経遠位潜時の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.003, Post hoc – test: Non–exposure group–High 
exposure group: P=0.004 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6g. 右正中神経運動神経振幅の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.079 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6h. 右正中神経運動神経伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.057 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6i. 右尺骨神経運動神経遠位潜時の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.054 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6j. 右尺骨神経運動神経振幅の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.115 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6k. 右尺骨神経運動神経（手首―肘下）伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.173 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6l. 右尺骨神経運動神経（肘下―肘上）伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.624 

 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6m. 左正中神経感覚神経振幅の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.007, Post hoc – test: Non–exposure group/Low 
exposure group: P=0.017, Non–exposure group–High exposure group: P=0.032 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6n. 左正中神経感覚神経伝導速度の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.007, Post hoc – test: Non–exposure group–High 
exposure group: P=0.007 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6o. 左尺骨神経感覚神経振幅の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.240 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6p.左尺骨神経感覚神経伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.054 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6q. 左正中神経運動神経遠位潜時の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.054 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

 
図 6r. 左正中神経運動神経振幅の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.033, Post hoc – test: Low exposure group–High 
exposure group: P=0.029 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6s. 左正中神経運動神経伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.193 

  

Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6t. 左尺骨神経運動神経遠位潜時の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.213 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6u. 左尺骨神経運動神経振幅の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.423 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6v. 左尺骨神経運動神経（手首―肘下）伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.678 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6w. 左尺骨神経運動神経（肘下―肘上）伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.379 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6x. 利き手正中神経感覚神経振幅の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.001, Post hoc – test: Non–exposure group/Low 
exposure group: P=0.014, Non–exposure group–High exposure group: P=0.002 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

 
図 6y. 利き手正中神経感覚神経伝導速度の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.005, Post hoc – test: Non–exposure group–High 
exposure group: P=0.005 

Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th 



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6z. 利き手尺骨神経感覚神経振幅の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.011, Post hoc – test: Non–exposure group–High 
exposure group: P=0.010 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6aa. 利き手尺骨神経感覚神経伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.063 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ab. 利き手正中神経運動神経遠位潜時の 3 群別推移 

Group of cumulative vibration exposure: P=0.047, Post hoc–test: not significant among groups 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ac. 利き手正中神経運動神経振幅の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.089 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ad. 利き手正中神経運動神経伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.196 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ae. 利き手尺骨神経運動神経遠位潜時の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.067 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6af. 利き手尺骨神経運動神経振幅の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.116 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ag. 利き手尺骨神経運動神経（手首―肘下）伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.407 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ah. 利き手尺骨神経運動神経（肘下―肘上）伝導速度の 3 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.737 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ai. 右正中神経感覚神経振幅の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.003 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6aj. 右正中神経感覚神経伝導速度の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.008 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ak. 右尺骨神経感覚神経振幅の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.002 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6al. 右尺骨神経感覚神経伝導速度の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.049 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6am. 右正中神経運動神経遠位潜時の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.011 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6an. 右正中神経運動神経振幅の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.970 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ao. 右正中神経運動神経伝導速度の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.002 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ap. 右尺骨神経運動神経遠位潜時の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.327 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6aq. 右尺骨神経運動神経振幅の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.009 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ar. 右尺骨神経運動神経（手首―肘下）伝導速度の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.926 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6as. 右尺骨神経運動神経（肘下―肘上）伝導速度の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.480 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6at. 左正中神経感覚神経振幅の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.040 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6au. 左正中神経感覚神経伝導速度の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.027 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6av. 左尺骨神経感覚神経振幅の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.021 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6aw. 左尺骨神経感覚神経伝導速度の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.128 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ax. 左正中神経運動神経遠位潜時の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.142 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ay. 左正中神経運動神経振幅の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.678 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6az. 左正中神経運動神経伝導速度の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.475 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6ba. 左尺骨神経運動神経の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.946 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6bb. 左尺骨神経運動神経振幅の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.313 
 

 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6bc. 左尺骨神経運動神経（手首―肘下）伝導速度の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.893 

  



 
Survey points; 1st survey, 2nd survey, 3rd survey, 4th survey, 5th survey, 6th survey 

図 6bd. 左尺骨神経運動神経（肘下―肘上）伝導速度の 2 群別推移 
Group of cumulative vibration exposure: P=0.111 
 
D. 考察 

振動障害の病態の有無に関しては、自覚

症状の有無や神経学的所見の異常の有無が

大切であるとされているが、本研究では、

自覚症状のない振動工具を扱う従事者に関

して、神経伝導検査の振動工具を取り扱わ

ない非暴露群と共に 3 年間の追跡研究を行

った。本研究では、神経伝導検査を正中、

尺骨神経の運動神経・感覚神経で施行し、

非暴露群と暴露群との比較を統計学的に検

討した。 

両側正中感覚神経では、振幅・伝導速度

ともに高濃度取扱い群において非取扱い群

と比べて研究開始当初より有意に低下して

いた。さらに、利き手に対象群を絞ると低

濃度被曝群においても非取扱い群に比べて、

正中感覚神経の振幅が有意に低下していた。

尺骨感覚神経においては右で振幅にのみ高

濃度取扱い群で有意な低下がみられた。こ

れらの障害は、3 年間の経時的な解析でも

障害の進行が明らかになった。 

正中・尺骨神経の両者で運動神経よりも

感覚神経の異常が目立った。整形外科の手

術における回復過程において、運動神経の

回復が知覚神経の回復よりも数段優れてい

ることから、感覚神経線維の方がより損傷

を受けやすいと考察されている。さらに、

振動障害では遠位優位に末梢神経が障害さ

れるとされている。正中・尺骨神経の感覚

神経伝導速度を部位で比較した振動障害の

研究では、手指・手掌では 50～70％、手掌・

手首では 10～25％に伝導速度の異常を認

めることから、より末梢の神経障害が生じ

やすいと考えられる。通常の神経伝導検査

においては、感覚神経伝導速度は指先から

手首まで、運動神経に関しては手首から近



位部までを測定しており、運動と感覚神経

で測定部位が異なる。本研究で感覚神経障

害が運動神経障害より顕著であったことは、

感覚神経の検査がより遠位部で行われてい

ることが影響している可能性がある。特に

正中神経感覚神経においては、自覚症状の

ない時期より遠位部の末梢神経障害が進行

すると考えられる。 

前述のように運動神経では伝導速度には

振動工具取扱群と非取扱群間で有意差はみ

られなかったが、遠位潜時は右正中神経に

おいて高濃度取扱い群で有意に延長してい

た。振動工具を使用している労働者は、工

具を握って手関節や肘関節に負担がかかる

姿勢を取るため、手根管症候群や肘部管症

候群などの絞扼性末梢神経障害が起こるこ

とが報告されている。本研究でも、正中神

経遠位部に生理的圧迫部位である手根管で

の圧迫性の障害が加わっている影響が考え

られる。症候学的、また神経伝導検査上も

手根管症候群と診断される例もあり、手根

管での圧迫性ニューロパチーの病態が加わ

る可能性がある。 

一方、手根菅と同様に代表的な絞扼部位

である尺骨神経の肘部菅での伝導速度では、

研究開始以前の経年的な障害は検出できな

かったものの、3 年の経過では障害される

ことが判明した。手根管に比して肘部管は

より近位部になるが、暴露がより長引くと

障害される可能性があるかもしれない。 

一般的に振動障害による末梢神経障害の

病態は末梢側優位の神経障害と絞扼性神経

障害が混在したものと考えられている。自

覚症状のない振動工具使用従事者に関して

の今回の研究においても、末梢側優位に絞

扼部位でより障害されることが明らかにな

った。 

 

E. 結論 

本研究によって、末梢側、かつ絞扼部位で

の正中あるいは尺骨感覚・運動神経の障害

は、振動工具の使用によって早期から非暴

露群に比べて有意に障害されることが判明

した。なかでも、正中感覚神経は、振動工

具を取り扱う労働者の健診において最も重

要なマーカーになると考えられる。 
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資料８：質問票 
1. 本研究で使用した質問紙 

 

 
対象者の基本属性に関する質問紙 

 



 

 

 
対象者の基本属性に関する質問紙 

 



 
現在までの振動工具の取り扱いに関する質問紙 

 



 

 
現在までの振動工具の取り扱いに関する質問紙 

 



 

 
現在までの振動工具の取り扱いに関する質問紙 

 



 

 
現在までの振動工具の取り扱いに関する質問紙 
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資料 9：LSFG による冷水浸漬負荷試験の風景  

 
Laser speckle flowgraphy (LSFG)による血流測定風景_1 
 

 
Laser speckle flowgraphy (LSFG)による血流測定風景_2 
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Laser speckle flowgraphy (LSFG)による血流出力 
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Laser speckle flowgraphy (LSFG)による血流出力 
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資料 10：神経伝導速度検査 

  
実際の神経伝導速度検査 
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